
1



2



（参考）ILO131 号条約上の規定 

（1） 目的 

 不当に低い賃金に対し賃金労働者を保護すること（前文） 

 貧困を克服すること並びにすべての労働者及びその家族の必要を満たすこと、賃金の許容される最低水準に関して必要な社

会的保護を与えること(135 号勧告 I) 

（2） 適用労働者 

 雇用条件に照らし対象とすることが適当である賃金労働者のすべての集団（第１条１） 

 代表的な使用者団体、労働者団体と合意又は協議により決定（第１条２) 

（3） 改定方法、決定主体 

 最低賃金は法的効力を有するものとするが、団体交渉の自由は尊重(第２条) 

 最低賃金を決定しかつ随時調整することができる制度で国内の条件及び必要を満たすものを創設し又は維持する（第４条１） 

 代表的な使用者団体（代表者）及び労働者団体（代表者）との十分な協議（第４条２） 

（4） 決定基準 

 131 号条約の規定 

第三条 最低賃金の水準の決定にあたつて考慮すべき要素には、国内慣行及び国内事情との関連において可能かつ適当である限

り、次のものを含む。 

(a) 労働者及びその家族の必要であつて国内の賃金の一般的水準、生計費、社会保障給付及び他の社会的集団の相対的な生活

水準を考慮に入れたもの 

(b) 経済的要素（経済開発上の要請、生産性の水準並びに高水準の雇用を達成し及び維持することの望ましさを含む。） 

 135 号勧告の記述 

３ 最低賃金の水準を決定するにあたり、なかでも、次の基準に考慮を払うべきである。 
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  (a) 労働者及びその家族の必要 

  (b) 国内の賃金の一般的水準 

  (c) 生計費及びその変動 

  (d) 社会保障給付 

  (e) 他の社会的集団の相対的な生活水準 

  (f) 経済的要素（経済開発上の要請、生産性の水準並びに高水準の雇用を達成し及び維持することの望ましさを含む。） 

 平成26年 ILO第 103 回総会議題報告書 General Survey of the reports on the Minimum Wage Fixing Convention, 1970 

(No. 131), and the Minimum Wage Fixing Recommendation, 1970 (No. 135)  

「伝統的に採用されてきた３つの条件は以下のようなものである；(a) 労働者の必要(労働者の家族の必要に特に言及したも

の、或いは言及しないものを含む)、(b) 使用者の支払能力、(c) 当該経済のいずれかにおける類似の労働（comparable work 

elsewhere in the economy）に対する賃金、又は、より一般的には、関連する給与所得者や他の社会的集団の相対的な生活

水準。」 

「企業の経済的能力」を考慮している国は南アフリカ、ケニヤ、ナミビア、タンザニア、コロンビア、インドネシア、日本、

ネパール、フィリピン、ハンガリー、バルバドス、モーリシャス、モロッコ、ベトナム、アルバニア、アゼルバイジャン、

ブルガリア、モルドバ 

 その他の経済的要素 

「国の経済的状況」カナダ、フランス、韓国、ロシア等 20 カ国 

「経済発展の要求」イギリスなど９カ国 

「生産性」カナダ（オンタリオ・ケベック）、タイ、フィリピンなど 14 カ国 

「雇用」イギリス、カナダ（アルバータ、オンタリオ、ケベック）、フィリピン、インドネシア、ベトナム等 23 カ国 

「経済競争力」カナダ（ケベック）、タイ等５カ国 

4


